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主 文 

１ 兵庫労働局長が平成３０年３月２６日付けで原告Ａに対してした保有個

人情報不開示決定を取り消す。 

２ 兵庫労働局長が平成３０年４月５日付けで原告Ｂに対してした保有個人

情報不開示決定を取り消す。 5 

３ 訴訟費用は被告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

主文同旨 

第２ 事案の概要 10 

原告らは，それぞれの父が石綿粉じんばく露作業により胸膜中皮腫を発症し

て死亡し，それぞれの母（各原告の各父の各妻）が当該各父の死亡に係る労働

者災害補償保険法（以下「労災保険法」という。）に基づく遺族補償年金又は

石綿による健康被害の救済に関する法律（以下「石綿救済法」という。）に基

づく特別遺族年金の支給を受けていたが，それぞれの母の死後，被告に対して15 

当該各父の石綿による健康被害に係る国家賠償請求訴訟を提起し，和解により

賠償金の支払を受けることを検討するために，兵庫労働局長に対して，当該各

父の死亡に係るそれぞれの母の遺族給付等に関する各調査結果復命書等の情

報（以下「本件各情報」という。）の開示請求をした。これに対して，兵庫労

働局長は，それぞれ開示請求人が開示請求権を有していない旨の理由により，20 

本件各情報を開示しない旨の決定をした（以下「本件各不開示決定」と総称す

る。）。 

本件は，原告らが，本件各情報は行政機関の保有する個人情報の保護に関す

る法律（以下「法」という。）１２条１項所定の「自己を本人とする保有個人

情報」に当たるから，本件各不開示決定はいずれも違法であると主張して，本25 

件各不開示決定の取消しを求める事案である。 
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１ 関係法令の定め等 

(1) 法 

法２条２項は，法において「個人情報」とは，生存する個人に関する情報

であって，当該情報に含まれる氏名，生年月日その他の記述等により特定の

個人を識別することができるもの等をいう旨規定する。 5 

法２条５項は，法において「保有個人情報」とは，行政機関の職員が職務

上作成し，又は取得した個人情報であって，当該行政機関の職員が組織的に

利用するものとして，当該行政機関が保有しているものであって，行政機関

の保有する情報の公開に関する法律２条２項に規定する行政文書に記録され

ているものをいう旨規定する。 10 

法１２条１項は，何人も，法の定めるところにより，行政機関の長に対し，

当該行政機関の保有する自己を本人とする保有個人情報の開示を請求するこ

とができる旨規定する。 

(2) 労災保険法 

労災保険法１２条の８第１項４号は，業務災害（労働者の業務上の負傷，15 

疾病，障害又は死亡。労災保険法７条１項１号）に関する保険給付として，

遺族補償給付を規定し，労災保険法１６条の２第１項は，遺族補償年金（遺

族補償給付の一つ。労災保険法１６条）を受けることができる遺族は，労働

者の配偶者等であって，労働者の死亡の当時その収入によって生計を維持し

ていたものとする旨規定する。 20 

(3) 石綿救済法 

石綿救済法５９条１項及び２項は，厚生労働大臣は，死亡労働者等（労働

者災害補償保険に係る労働保険の保険関係が成立している事業に使用される

労働者等であって，石綿にさらされる業務に従事することにより中皮腫，気

管支又は肺の悪性新生物その他石綿を吸入することにより発生する疾病であ25 

って政令で定めるもの等にかかり，これにより石綿救済法の施行の日（平成
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１８年３月２７日）から１０年を経過する日の前日までに死亡したもの。石

綿救済法２条１項，２項）の遺族であって，労災保険法の規定による遺族補

償給付を受ける権利が時効によって消滅したものに対し，その請求に基づき，

特別遺族給付金（特別遺族年金又は特別遺族一時金）を支給する旨を規定す

る。 5 

(4) 最高裁平成２６年（受）第７７１号同年１０月９日第一小法廷判決・民

集６８巻８号７９９頁（以下「平成２６年最判」という。） 

平成２６年最判は，石綿製品の製造等を行う工場又は作業場の労働者が石

綿の粉じんにばく露したことにより石綿肺等の石綿関連疾患にり患した場合

において，昭和３３年当時，(1)石綿肺に関する医学的知見が確立し，国も石10 

綿の粉じんによる被害の深刻さを認識していたこと，(2)上記の工場等におけ

る石綿の粉じん防止策として最も有効な局所排気装置の設置を義務付けるた

めに必要な技術的知見が存在していたこと，(3)従前からの行政指導によって

も局所排気装置の設置が進んでいなかったことなど判示の事情の下では，石

綿に関する作業につき局所排気装置の設置の促進を指示する通達が発出され15 

た同年５月２６日以降，労働大臣が労働基準法（昭和４７年法律第５７号に

よる改正前のもの）に基づく省令制定権限を行使して罰則をもって上記の工

場等に局所排気装置を設置することを義務付けなかったことは，国家賠償法

１条１項の適用上違法である旨判示した。 

２ 前提事実（争いのない事実，顕著な事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨20 

により容易に認められる事実） 

(1) 原告ら 

ア 原告Ａ（以下「原告Ａ」という。）の父Ｃ（以下「Ｃ」という。）は，

長期間にわたり，株式会社クボタの尼崎市所在の工場において石綿粉じん

ばく露作業に従事し，平成１６年５月１８日，胸膜中皮腫により死亡した。 25 

Ｃの妻であり原告Ａの母であるＤ（以下「Ｄ」という。）は，平成１６
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年９月１７日，労災保険法に基づく遺族補償年金の支給決定を受けたが，

平成２７年１１月２９日に死亡し，遺族補償年金の支給は終了した。 

イ 原告Ｂ（以下「原告Ｂ」という。）の父Ｅ（以下「Ｅ」という。）は，

長期間にわたり，関西スレート株式会社の尼崎市所在の工場において石綿

粉じんばく露作業に従事し，平成１２年１１月８日，胸膜中皮腫により死5 

亡した。 

Ｅの妻であり原告Ｂの母であるＦ（以下「Ｆ」という。）は，平成１８

年５月１０日，石綿救済法に基づく特別遺族年金の支給決定を受けたが，

平成２８年９月２８日に死亡し，特別遺族年金の支給は終了した。 

(2) 平成２６年最判を受けた，石綿工場の元労働者等に対する救済の枠組み10 

等（甲９，４５，弁論の全趣旨） 

ア 被告は，平成２６年最判を受けて，石綿工場の元労働者やその遺族が被

告に対して訴訟を提起し，一定の要件（①昭和３３年５月２６日から昭和

４６年４月２８日までの間に，局所排気装置を設置すべき石綿工場内にお

いて，石綿粉じんにばく露する作業に従事したこと，②その結果，石綿に15 

よる一定の健康被害を被ったこと，③提訴の時期が損害賠償請求権の範囲

内であること）を満たすことが確認された場合には，訴訟上の和解に応じ

て損害賠償金を支払うこととした（以下「本件救済枠組み」という。）。 

イ 厚生労働省は，平成２９年１０月３日以降，過去に石綿関連疾患による

労災保険法に基づく保険給付の支給決定を受けた者及びじん肺管理区分決20 

定を受けた者のうち，石綿による一定の健康被害を被った可能性があるも

の（当該者が死亡していることが判明していた場合には，労働局において

把握が可能であった当該者の家族等を含む。）に対し，国家賠償請求訴訟

を提起すれば賠償金が支払われる可能性があることを通知するリーフレッ

ト（以下「本件リーフレット」という。）を個別に送付していた。 25 

ウ 厚生労働省労働基準局総務課長，補償課長及び同局安全衛生部労働衛生
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課長は，平成３０年４月４日付けで，「アスベスト訴訟の和解手続に係る

情報の提供について」と題する通達（同日基総発第１号，基補発第１号，

基安労発第２号。以下「平成３０年通達」という。）を発出した。平成３

０年通達においては，前記アの和解の手続のために，被告に対して損害賠

償請求訴訟を提起している，石綿工場で石綿粉じんにばく露した元労働者5 

の遺族（原則として法定相続人とする。）及びその訴訟代理人に対して，

和解の要件を満たすことを確認するために通常必要となる①じん肺管理区

分決定通知書及び②労災保険給付支給決定通知書を行政サービスとして提

供することとされている。平成３０年通達においては，この情報提供につ

いて，訴状の写し及び石綿工場の元労働者の遺族であることを示す書類（戸10 

籍謄本等）の確認を行った上で対応することとされている。 

(3) Ｃ及びＥの遺族に対する本件リーフレットの送付 

ア 厚生労働省は，平成３０年２月２８日付けで，Ｄに対し，本件リーフレ

ットを送付した。その際に同封された，「石綿（アスベスト）工場の元労

働者やその遺族の方々へ」と題する書面には，平成２６年最判を受けて，15 

被告が，平成２６年最判の原告であった元労働者等と同様の状況にあった

石綿工場の元労働者についても，訴訟上の和解の途を探ることとしており，

より広くこの手続を知らせるため，石綿（アスベスト）工場の元労働者や

その遺族に対して，「賠償金お支払い手続き」のお知らせ（本件リーフレ

ット）を送ることとしたこと，今回この書面を受け取った石綿（アスベス20 

ト）工場の元労働者やその遺族は，和解の対象になる可能性があるので，

本件リーフレットを一読されたいことなどが記載されている。 

本件リーフレットには，見出しとして，「石綿（アスベスト）工場の元

労働者やその遺族の方々のうち一定の要件を満たす方に賠償金をお支払い

します」と記載され，前記(2)アの要件についての説明等のほか，「石綿工25 

場の元労働者ご本人が既に亡くなっている場合には，遺族（相続人）の方
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にお支払いします。」との記載がある。 

（甲１の１から３まで） 

イ 厚生労働省は，平成３０年２月２８日付けで，原告Ｂに対し，前記アと

同じ書面及び本件リーフレットを送付した。厚生労働省は，原告Ｂが兵庫

労働局にＦの死亡届を提出していたことから，本件リーフレット等を原告5 

Ｂに送付したものである。（甲４の１・２，弁論の全趣旨） 

(4) 本件各情報の開示請求 

ア 原告Ａは，平成３０年３月９日付けで，兵庫労働局長に対し，原告Ａの

父である被災者・Ｃ（昭和２年１１月３日生）の死亡に係る，原告Ａの母

であるＤ（昭和９年６月２０日生）の労災決定（遺族給付等）に関する尼10 

崎労働基準監督署保管に係る各調査結果復命書及びその添付書類，その他

関係資料一切（以下「本件Ｄ遺族給付等情報」という。）の開示請求をし

た。その際，原告Ａは，ＣとＤの長男である旨の記載がある戸籍全部事項

証明書の写しを提出した。また，この際，原告Ａの代理人弁護士は，兵庫

労働局に対し，Ｃについて平成２６年最判の基準にのっとった損害賠償請15 

求権が発生しており，原告Ａはこの損害賠償請求権の相続人である旨や，

原告Ａにおいて被告に対する損害賠償請求をするか否かを判断するために

本件Ｄ遺族給付等情報の開示を請求する旨などを記載した書面を併せて送

付した。（甲２の１・２・５） 

イ 原告Ｂは，平成３０年３月１５日付けで，兵庫労働局長に対し，原告Ｂ20 

の父である被災者・Ｅ（大正１０年１月１２日生）の死亡に係る，原告Ｂ

の母であるＦ（大正１３年６月２２日生）の労災決定（遺族給付等）に関

する尼崎労働基準監督署保管に係る各調査結果復命書及びその添付書類，

その他関係資料一切（以下「本件Ｆ遺族給付等情報」という。なお，本件

Ｄ遺族給付等情報と本件Ｆ遺族給付等情報とを併せたものが本件各情報で25 

ある。）の開示請求をした。その際，原告Ｂは，ＥとＦの長男である旨の
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記載がある戸籍全部事項証明書の写しを提出した。また，この際，原告Ｂ

の代理人弁護士は，兵庫労働局に対し，原告Ａの代理人弁護士が送付した

前記アの書面と同旨の記載のある書面を併せて送付した。（甲５の１・２

・５） 

(5) 本件各情報の内容（弁論の全趣旨） 5 

ア 兵庫労働局長は，本件Ｄ遺族給付等情報として，①ＤとＣとの関係や生

活状況に関する戸籍謄本等，②Ｃの株式会社クボタにおける就労状況に関

する被保険者記録，職歴証明書，請求人や事業主，同僚からの聴取書等，

③Ｃの病状に関する死亡診断書，診療録，じん肺管理区分の決定関係書類，

労災委員，じん肺審査医等の専門医の意見書等，④これらを取りまとめた10 

調査票，調査結果復命書を保有している。 

イ 兵庫労働局長は，本件Ｆ遺族給付等情報として，①ＦとＥとの関係や生

活状況に関する戸籍謄本等，②Ｅの関西スレート株式会社における就労状

況に関する被保険者記録，職歴証明書，請求人や事業主，同僚からの聴取

書等，③Ｃの病状に関する死亡診断書，診療録，じん肺管理区分の決定関15 

係書類，労災委員，じん肺審査医等の専門医の意見書等，④これらを取り

まとめた調査票，調査結果復命書を保有している。 

(6) 本件各不開示決定 

ア 兵庫労働局長は，平成３０年３月２６日付けで，原告Ａに対し，原告Ａ

は，被災者Ｃ及び遺族補償年金受給者Ｄに係る保有個人情報についての開20 

示請求権を有していないとして，本件Ｄ遺族給付等情報を開示しない旨の

決定をした。（甲３） 

イ 兵庫労働局長は，平成３０年４月５日付けで，原告Ｂに対し，原告Ｂは，

被災者Ｅ及び遺族補償年金受給者Ｆに係る保有個人情報についての開示請

求権を有していないとして，本件Ｆ遺族給付等情報を開示しない旨の決定25 

をした。（甲６） 
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(7) 本件訴訟の提起 

原告らは，平成３０年５月１４日，本件訴訟を提起した（顕著な事実）。 

３ 争点及び争点に関する当事者の主張の要旨 

本件の争点は，本件各情報が法１２条１項所定の「自己を本人とする保有個

人情報」に当たるか否かであり，この点に関する当事者の主張の要旨は，次の5 

とおりである。 

（原告らの主張の要旨） 

ア 本件各情報には，①被災者（各原告の父）と労災保険法所定の保険給付

（石綿救済法所定の救済給付も同様である。以下同じ。）の受給者（各原

告の母）との関係や生活状況に関する戸籍謄本等が含まれる。これは，被10 

災者の事業者に対する安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権や，国に

対する規制権限不行使を理由とする国家賠償法に基づく損害賠償請求権に

ついての相続に関する情報と重なる。 

本件各情報には，②被災者の事業所における就労状況に関する職歴証明

書等が含まれる。これには，被災者の事業所における作業内容や就労状況，15 

被災者が石綿粉じんにばく露した実態に関する事実が記載されている。こ

れらの事実は，被災者の相続人の事業者や国に対する損害賠償請求権の基

礎（加害行為，安全配慮義務違反，規制権限不行使等に関する事実）とな

るものである。 

本件各情報には，③被災者の病状に関する診断書，意見書等が含まれる。20 

これには，被災者が給付の対象となる疾病（本件でいえば，石綿関連疾患

である胸膜中皮腫）にかかった事実及びこれにより死亡した事実が記載さ

れている。これらの事実は，被災者の相続人の事業者や国に対する損害賠

償請求権の基礎（因果関係，損害等）となるものである。 

本件各情報には，④①から③までを取りまとめた調査票，調査結果復命25 

書が含まれる。これは，①から③までと同様，被災者の相続人の事業者や
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国に対する損害賠償請求権の基礎となる情報である。 

イ 原告らは，いずれも被災者の子であり，各被災者の事業者に対する安全

配慮義務違反に基づく損害賠償請求権や国に対する規制権限不行使を理由

とする国家賠償法に基づく損害賠償請求権を相続した者であり，近親者固

有の損害賠償請求権を有することもあり得る。 5 

本件各情報は，前記アのとおり，被災者の相続人である原告らが事業者

や国に対して損害賠償を請求するか否か（要件を満たすか否か，立証でき

るか否か）の検討にとって重要なものであり，原告らの事業者や国に対す

る損害賠償請求権の基礎となる情報，すなわち原告らの財産（債権）に関

する情報である。 10 

したがって，本件各情報は，原告らの「自己を本人とする個人情報」に

該当する。 

（被告の主張の要旨） 

ア 死者に関する情報は，そもそも法にいう「個人情報」に当たらない。ま

た，法は，開示請求することができる個人情報を「自己を本人とする」も15 

のに限っており，他人に関する個人情報の開示を認めていない。死者が自

己を本人とする保有個人情報の開示請求をすることはあり得ないにもかか

わらず，死者に関する情報についてその遺族等が開示を求める事態を想定

した規定は一切置かれていない。 

そうすると，死者に関する情報は，原則として，法が定める保有個人情20 

報開示請求の対象とならず，遺族は，死者の相続人であるからといって，

当然には死者に関する情報の開示を受け得る立場にないことが明らかであ

る。 

死者に関する情報が遺族の個人情報ともなり，保有個人情報開示請求の

対象となり得る場合があるとされているが，次の理由により，このような25 

例外が認められる場合は限定的なものと考えるべきである。すなわち，法
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１４条２号は，「自己を本人とする個人情報」であっても「開示請求者以

外の個人に関する情報」のうち個人を識別できるもの又は個人を識別でき

なくても当該個人の権利利益を害するおそれがあるものについては開示を

認めていないところ，同号にいう「個人に関する情報」には死者に関する

情報も含まれる。このように，法は，死者に関する情報であっても一定の5 

保護を与えているのであるが，死者に関する情報が遺族の個人情報となる

ことを広く認め，本来は「開示請求者以外の個人に関する情報」であるは

ずの死者に関する情報について開示請求をすることができるとするのは，

法が個人の権利利益を保護することを第一次的な目的とするところにそぐ

わない。 10 

イ 死者の財産を遺族が相続した場合，当該相続財産に関する情報は，相続

人である遺族の個人情報といえるほか，子どもが事故で死亡し，近親者固

有の慰謝料請求権が発生する場合には，当該事故に関する報告書は，当該

近親者自身の個人情報でもあると解することができる。ただし，これらの

場合，当該財産や権利の存在や当該遺族への帰属が，登記記録，保険証書15 

といった高度の信用性のある書面や確定判決によって明白なものとなって

いなければならないと解すべきである。 

前記のように解さずに，遺族において，死者に関する一定の財産又は権

利を有している（可能性がある）と主張するだけで，当該財産又は権利に

つき死者に関する情報の開示を受けることができるとするのは，相続人で20 

あるというだけで遺族の死者に関する情報の開示請求権を認めるに等しい

結果となりかねず，妥当でない。 

また，確たる根拠がないにもかかわらず，死者に関する財産又は権利を

主張する請求人に保有個人情報の開示請求を許すと，行政機関は，請求人

が相続したという財産又は権利が真に存在し，それが死者に帰属するもの25 

であるのか，請求人が取得したという死者の死亡に係る慰謝料請求権が発
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生しているのかなどといった，他の利害関係人が存在し得る事柄について，

請求人の一方的な主張に基づいてこれを審査することを余儀なくされる。

このような審査を，法１９条の定める期間内に，行政機関において適切に

行うことは極めて困難であり，行政の適正かつ円滑な運営が著しく阻害さ

れ，法が行政の適正かつ円滑な運営を図ることを第二次的な目的とすると5 

ころにもとることとなる。 

ウ ＣやＥが平成２６年最判で示された基準により損害賠償請求権又は和解

金の支払を受けることができる権利を有することについては，確定判決や

和解調書といった確たる証拠による証明は何らされていない。 

したがって，本件各情報は，原告らの「自己を本人とする個人情報」に10 

当たらない。 

第３ 当裁判所の判断 

１(1) 法は，行政機関において個人情報の利用が拡大していることに鑑み，行政

機関における個人情報の取扱いに関する基本的事項等を定めることにより，

行政の適正かつ円滑な運営を図り，個人情報の有用性に配慮しつつ，個人の15 

権利利益を保護することを目的とするものである。法が，保有個人情報の開

示，訂正及び利用停止を行政機関の長に対して請求することができる旨を定

めているのも，行政機関による個人情報の適正な取扱いを確保し，前記目的

を達成しようとした趣旨と解される。このような法の趣旨目的に照らせば，

ある情報が特定の個人に関するものとして法１２条１項にいう「自己を本人20 

とする保有個人情報」に当たるか否かは，当該情報の内容と当該個人との関

係を個別に検討して判断すべきものである（個人情報の保護に関する法律２

条１項にいう「個人に関する情報」に係る最高裁平成２９年（受）第１９０

８号同３１年３月１８日第一小法廷判決・裁判所時報１７２０号８６頁参

照）。 25 

(2) これを本件についてみると，平成２６年最判（前記第２の１(4)）及びこ
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れを受けた石綿工場の元労働者等に対する本件救済枠組み（前記前提事実

(2)ア）によれば，石綿工場の元労働者やその遺族が，被告に対して訴訟を

提起し，一定の具体的で明確な要件（①昭和３３年５月２６日から昭和４６

年４月２８日までの間に，局所排気装置を設置すべき石綿工場内において，

石綿粉じんにばく露する作業に従事したこと，②その結果，石綿による一定5 

の健康被害を被ったこと，③提訴の時期が損害賠償請求権の範囲内であるこ

と）を満たすことが確認された場合には，訴訟上の和解に応じて損害賠償金

を支払うこととされているものである。本件救済枠組みでは，石綿工場の元

労働者のみならず，その遺族（原則として法定相続人）が当該元労働者の被

告に対する石綿による健康被害に係る損害賠償請求権の権利者となること10 

が制度的に予定されている（平成２６年最判がされた時点において，前記①

の期間から４３年ないし５６年以上が経過しており，前記の要件を満たす石

綿工場の元労働者の相当数が既に死亡しているものと考えられる。）。そう

であるところ，(ｱ)前記前提事実(1)によれば，原告ＡはＣの法定相続人，原

告ＢはＥの法定相続人であり，(ｲ)同(5)によれば，本件各情報には，(a)Ｃ15 

及びＥの就労状況に関する情報，すなわち，前記①の期間内に，局所排気装

置を設置すべき石綿工場内において，石綿粉じんにばく露する作業に従事し

たか否かを直接的に示す情報，(b)Ｃ及びＥの病状に関する情報，すなわち，

前記②の要件を満たす健康被害を被ったか否かを直接的に示す情報が含ま

れている（前記(ｲ)は，厚生労働省が，平成２９年１０月３日以降，過去に20 

石綿関連疾患による労災保険法に基づく保険給付の支給決定を受けた者及

びじん肺管理区分決定を受けた者のうち，石綿による一定の健康被害を被っ

た可能性があるもの（当該者が死亡していることが判明していた場合には，

労働局において把握が可能であった当該者の家族等を含む。）に対し，国家

賠償請求訴訟を提起すれば賠償金が支払われる可能性があることを通知す25 

る本件リーフレットを個別に送付していたこと（前記前提事実(2)イ），す
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なわち，本件各情報と同様の情報に基づいて，本件救済枠組みによって損害

賠償金が支払われる可能性がある者を特定していたことからも明らかであ

る。）。 

そうすると，本件各情報は，原告ＡがＣから相続し，原告ＢがＥから相続

した，各原告の財産である，Ｃ及びＥの被告に対する石綿による健康被害に5 

係る各損害賠償請求権の発生要件が充足されているか否かを直接的に示す個

人情報という性質を有するものであるといえる。 

したがって，本件各情報は原告らの「自己を本人とする個人情報」に当た

るものというべきである。 

２ 被告の主張に対する判断 10 

(1) 被告は，死者に関する情報は，原則として，法が定める保有個人情報開

示請求の対象とならないとした上で，例外として，死者に関する情報が遺族

の個人情報ともなり，保有個人情報開示請求の対象となり得る場合があると

されているが，不開示情報について定める法１４条２号にいう「個人に関す

る情報」には死者に関する情報も含まれることなどから，前記のような例外15 

が認められる場合は限定的なものと考えるべきである旨主張するので，以下

検討する。 

ア 死者に関する情報は，原則として，法が定める保有個人情報開示請求の

対象とならないとの主張について 

この点について，被告は，①死者に関する情報が法にいう「個人情報」20 

に当たらないこと，②法が他人に関する個人情報の開示を認めていないこ

と，③死者に関する情報についてその遺族等が開示を求める事態を想定し

た規定が置かれていないことを，その主張の論拠として挙げる。 

しかしながら，前記①の点は，死者が開示請求等の主体となることがで

きないためにそのように規定されたにすぎない。また，前記②の点は，前25 

記１(2)で説示したとおり，当該情報が「自己を本人とする個人情報」に当
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たる場合，そもそも他人に関する個人情報にならないから，失当である。

さらに，前記③の点は，当該情報が遺族等の「自己を本人とする個人情報」

に当たる場合には，当該遺族等がその開示を請求することができ，これに

当たらない場合には，その開示を請求することができないと解されるから，

被告主張の規定を置く必要がないものと考えることができる。 5 

したがって，被告の前記主張は採用することができない。 

イ 死者に関する情報が遺族の個人情報ともなり，保有個人情報開示請求の

対象となり得る場合は限定的なものであるとの主張について 

この点について，被告は，法１４条２号にいう「個人に関する情報」に

は死者に関する情報も含まれており，法は，死者に関する情報であっても10 

一定の保護を与えているのであるが，死者に関する情報が遺族の個人情報

となることを広く認め，本来は「開示請求者以外の個人に関する情報」で

あるはずの死者に関する情報について開示請求をすることができるとする

のは，法が個人の権利利益を保護することを第一次的な目的とするところ

にそぐわない旨主張する。 15 

そこで，本件各情報について，被告主張の見地から，原告らの「自己を

本人とする個人情報」に該当することの当否について検討すると，法１４

条２号にいう「個人に関する情報」に死者に関する情報が含まれるのは，

死者の名誉又はプライバシーに関する我が国の国民感情等に配慮したもの

であると解されるが，死者の法的人格を認めて死者の名誉又はプライバシ20 

ーをそれ自体独立した法的利益として認めたものであるとまでは解されな

い。そして，Ｃ及びＥの子であり，その相続人としてその権利義務を包括

的に承継した原告らとの関係において，本件各情報を「自己を本人とする

個人情報」であると認めて開示することは，原告らの権利利益（法１条に

いう「個人の権利利益」には，人格権的利益と財産的利益の双方が含まれ25 

る。）の保護に資するものである一方，第三者の権利利益を侵害するとは
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いい難い。 

したがって，被告の前記主張は採用することができない。 

(2) 被告は，死者の財産を遺族が相続した場合，当該相続財産に関する情報

は，相続人である遺族の個人情報といえるほか，子どもが事故で死亡し，近

親者固有の慰謝料請求権が発生する場合には，当該事故に関する報告書は，5 

当該近親者自身の個人情報でもあると解することができるが，これらの場合，

当該財産や権利の存在や当該遺族への帰属が，登記記録，保険証書といった

高度の信用性のある書面や確定判決によって明白なものとなっていなけれ

ばならないと解すべきである旨主張する。 

しかしながら，法１３条１項及び２項は，開示請求の手続として，開示請10 

求をする者の氏名及び住所又は居所並びに開示請求に係る保有個人情報が記

録されている行政文書の名称その他の開示請求に係る保有個人情報を特定す

るに足りる事項を記載した書面（開示請求書）の提出と，開示請求に係る保

有個人情報の本人であること等を示す書類の提示又は提出を定めるのみで，

これらの点に関する厳密な立証を求める規定はない。 15 

また，被告は，遺族において，死者に関する一定の財産又は権利を有して

いる（可能性がある）と主張するだけで，当該財産又は権利につき死者に関

する情報の開示を受けることができるとするのは，相続人であるというだけ

で遺族の死者に関する情報の開示請求権を認めるに等しい結果となりかねず，

妥当でないとか，確たる根拠がないにもかかわらず，死者に関する財産又は20 

権利を主張する請求人に保有個人情報の開示請求を許すと，行政機関は，請

求人が相続したという財産又は権利が真に存在し，それが死者に帰属するも

のであるのか，請求人が取得したという死者の死亡に係る慰謝料請求権が発

生しているのかなどといった，他の利害関係人が存在し得る事柄について，

請求人の一方的な主張に基づいてこれを審査することを余儀なくされ，行政25 

の適正かつ円滑な運営が阻害されるなどと主張する。 
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しかしながら，前記１(2)で説示したところに照らして，原告らによる本件

各情報の開示請求に対してこれを開示することにより被告主張の弊害が生ず

るものではないことは明らかである。被告の前記主張は採用することができ

ない。 

なお，前記前提事実(4)のとおり，原告らの各代理人弁護士は，本件各情報5 

の開示請求の際，兵庫労働局に対し，各原告の父について平成２６年最判の

基準にのっとった損害賠償請求権が発生しており，各原告はこの損害賠償請

求権の相続人である旨や，各原告において被告に対する損害賠償請求をする

か否かを判断するために本件各情報の開示を請求する旨などを記載した書面

を併せて送付していたものであるから，兵庫労働局長は，本件各不開示決定10 

の際，本件各情報が原告らの「自己を本人とする個人情報」に該当すること

を基礎付ける事実を認識していたものであって，本件各情報を開示すること

により行政の適正かつ円滑な運営が阻害される状況にはなかったものである。 

３ 以上の次第であるから，本件各不開示決定は，いずれも違法であり，取消し

を免れない。 15 

第４ 結論 

よって，原告らの請求はいずれも理由があるから，これを認容することとし

て，主文のとおり判決する。 

 

大阪地方裁判所第２民事部 20 

 

 

 

 

裁判長裁判官       25 

                 三     輪     方     大 



 

 

17 

 

 

 

 

裁判官       5 

                 齋     藤           毅 

 

 

 

 10 

裁判官       

                 内     藤     陽     子 

 


